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平成１８年１月１１日に大阪府知事から大阪府市町村

合併推進審議会に対して諮問した「自主的な市町村

の合併の推進に関する構想」（以下「構想」という。）

の作成について、平成１９年９月７日に答申を受けた。

【答申手交】

ここでは、答申で述べられたもののうち主要な部

分について、審議会での意見を交えて説明する。

※（ ）内は答申の該当ページを示す。

審議会では、府内市町村を取り巻く厳しい財政状

況等に関して多くの意見が交わされた。

人口減少、少子高齢化の進展（Ｐ３）

国勢調査をもとに行われた将来推計・人口動

向を踏まえ、全国を上回るペースで進展する高

齢化や人口減少などの影響による、地域の社会

活力の低下が懸念される。

構造的な収支不足（Ｐ１、４）

長引く税収の落ち込みや平成１６年度におけ

る地方交付税等の大幅な削減などの影響により、

府内市町村の多くに構造的な収支不足が生じて

いる。

地方分権改革の推進（Ｐ１、２）

地方分権改革や道州制の導入に向けた動きの

中で、基礎自治体である市町村は、地方分権の

受け皿として行財政基盤の強化が求められてい

る。

財政健全化法の制定（Ｐ１）

一般会計だけでなく、特別会計を含めた連結

収支の公表が義務付けられるなど、これまで以

上に、財政運営の健全化が求められている。

また、次のような理由から、特に、財政対応力の

比較的乏しい小規模町村の合併に重点を置くべきで

あるとの意見が交わされた。

小規模町村を取り巻く厳しい状況（Ｐ４）

府内市町村は行財政改革に取り組んでいるが、

特に小規模町村においては、組織のスリム化な

どにも限界がある。

現行の行政サービスの維持が困難となる

（Ｐ２、７、９）

小規模町村は行政効率が低く、今後、少子高齢

化や税収の低迷などにより、現行の行政サービス

の維持が困難となることが懸念される。

上記の状況を踏まえて、府内市町村は、市町村の

行財政基盤を強化する上で極めて有効な手段である

市町村合併も視野に入れて、行政だけでなく、議会

そして住民が将来の市町村の姿を、自らのこととし

て、真剣に考える時期に来ている。

将来の市町村の姿を考えるにあたって、大阪都市

大阪都市圏における望ましい
市町村の姿（Ｐ６、７）

今なぜ市町村合併か（Ｐ１、２）

「自主的な市町村の合併の推進に関する
構想」（答申）について

大阪府総務部市町村課振興・合併グループ（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２２０））
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圏における望ましい市町村の姿について、次のよう

な意見が交わされた。

人口２０万～３０万人程度の規模

行政経費面から最も効率的である規模を検討

するとともに、専任組織の設置や専門職員の配

置について行政組織の規模を基準に検討し、２０

万～３０万人程度の規模が最も効率的であると結

論付けている。

中核市・特例市並みの権能

今後、予想される地方分権改革の進展や道州

制の導入を踏まえ、中・長期的な視点から、中

核市・特例市並みの権能を備えることが望まし

い。

規模の効果

災害など一時的な財政負担が生じた場合にお

いても、財政規模が大きいほど住民サービスや

負担への影響を抑制することが可能となる。

官民協働の推進

市町村が一定規模の人口を備えることにより、

ＮＰＯを立ち上げる住民が増えるなどの地域活

動の活発化や担い手の重層化が図れる。

次の理由から、本答申において一通りの組合せを

示すのは困難との結論に至った。

狭い地域に多くの自治体がある

大阪都市圏においては、行政区域を越えて市

街地が連担しており、日常生活圏が行政区域を

大きく越えている。

合併新法期限内での実現可能性

市町村の合併の特例等に関する法律が平成２２

年３月までの時限立法であることを見据え、具

体的な動きがあった場合に、構想対象市町村に

位置づけることが現実的である。

そのため、本答申においては、次のような方向性

を示すにとどめている。

人口２万未満の小規模町村に重点を置く

一定の行財政基盤を確保する観点から、行政

効率が低く、財政対応力が比較的乏しい人口２

万未満の小規模町村は、近隣の比較的規模の大

きい市との合併を早急に検討する必要がある。

近隣の比較的規模の大きい市との合併

合併要請を受けた市においても、中核市・特

例市並みの権能を持った基礎自治体を実現する

ためのステップとして、合併を真剣に検討する

必要がある。

具体的な組合せ

千早赤阪村から大阪府に対して、河内長野市

との合併推進について協力要請がなされたこと

を踏まえ、今後、合併協議会設置の合意が得ら

れるなど具体的な取組が進めば、構想対象市町

村に位置づける必要がある。

合併を推進するために必要な措置について、次の

ような意見が交わされた。

合併効果の発現には時間を要する

合併による効率化の効果が発現するには１０年

程度を要し、合併後数年間は、むしろ負担増と

なることが多い。

大阪府の人的・財政的支援

国の支援策を積極的に活用するとともに、大

阪府は、職員派遣などの人的支援と、合併後の

行財政運営が軌道に乗るまでの間、新市の行財

政運営を支援する包括的な交付金制度を創設す

るなどの財政的支援を積極的に行う必要がある。

「夕張問題」を契機として、市町村財政に関する

住民の意識が高まっている中で、住民、市町村、そ

して大阪府の果たすべき役割について、次のような

意見が交わされた。

住民の果たすべき役割

住民一人ひとりが、自分のまちが将来にわた

って安定的に行政サービスを提供していけるの

まとめ（Ｐ７、９）

自主的な市町村の合併を推進する
ために必要な措置（Ｐ９）

構想対象市町村の組合せ（Ｐ８）
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かどうかを真剣に考え、自分のまちに強い関心

を持ってチェックしていくことが重要である。

市町村の果たすべき役割

市町村は、将来の財政見通し及び健全化方策、

合併を選択するかどうかなど、住民が必要とす

る情報を分かりやすく提示しなければならない。

また、安定的な行政サービスを提供していくた

めの方策について、住民の声を反映しながら、

議会において様々な角度から議論していかなけ

ればならない。

大阪府の果たすべき役割

大阪府は、広域自治体として、住民及び市町

村が地域の将来を考える上で参考となる情報を

積極的に発信し、関係市町村間の調整を図り、

合併協議を促進する必要がある。

参考

・大阪府市町村合併ＨＰ

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｐｒｅｆ.ｏｓａｋａ.ｊｐ/ｓｈｉｃｈｏｓｏｎ/ｇａｐｐｅｉ/

ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ
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